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戦後日本の貨物輸送に関する統計的分析

池上 惇

張 風波

本稿は，戦後，日:本の交通機関貨物輸送需要の動向を各交通機関の競争関係

とかかわらせ分析し， (1) 経済発展が貨物輸送にどのような影響を与えたか，

(2) 各交通機関の貨物輸送需要はどのような傾向をみせ，発展と衰退の原因は

どこに求められるか， (3) 各交通機関の競争関係において，その特性と運賃価

格の果した役割はどのようなものかを解明しようとした。この分析によって経

済発展過程における貨物輸送と各交通機関心関係を全体として把握し，今後の

動向を予品.utる上での手がかりが得られると考えたからである。従来の研究に

おいて，経済発展や産業構造の変化と各交通機関の競争関係は一般的には指摘

されてきたが， トレシド分析や弾性値を用いた計畳分析による実証はほとんど

行われておらず，本稿l土最近の統計分析方法の成果を応用して実証分析を試み

たものであるの

I 貨物輸送需要と生産活動

社会経済の発展，社会的分業の高度化に伴い，交通手段がますます発達して

きた。貨物輸送においては，今日では，経済活動と密接な関係を持ち，生産活

動の変化が貨物輸送量に大きな影響を与えている。

(1) 貨物輸送需要の特性

交通業は一つの独立した産業分野としてかなり白特徴をもっている。これを

第 1次・第2次産業と区別しと第3次産業に区分する場合もあるが"，交通業九

1) 増井健一・佐竹義昌編『交通桂済論』有斐閣， 19田年. 7ベ ジを参照一
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特に貨物輸送は，膨大な資本量を持も，一つの生産部門として大規模な生産活

動を行なっている点においては，むLろ第 2次産業との共通点がより多い。貨

物輸送需要の特性については，主と Lて以下のことが指摘できょう九

第 1に，社会経済における輸送の重要性，不可欠性である。技術的，社会的

分業に基づ〈商品経済の発展に伴い，経済活動の分化がますます進んできた。

諸産業の生産活動に介在し，各仕事を結びつけ，社会経済全体を統合し，適切

に調整することは，交通の果たす重要な役目となった。生活用品から，生産機

材まで輸送に煩らないものはなかろう o 交通なしには，経済の発展はもちろん，

人類の生存ももはや不可能に近い状態になっている。

第 2に，貨物輸送は無形の即時財であり，利用者は必要な時間と場所で，一

定の方向に向けてそれを購入し消費Lなければならない。交通需要は，有形財

と違って，保存したり移転したりする ζ とができない。あらゆる変化と必要に

対比、するため，交通需要の時間的，地域的偏在が常に起こる。

第 3に，貨物輸送需要は派生需要であり，消費活動，生産活動などのような

目的需要，本源的需要に依存し，それに強〈影響きれZ。交通機関の利用は利

用者にとって最終的な目的ではなし到着地へ行くための中間的手段であるヘ

第4に.7i'通需要が極めて多種多様な目的を持つ需要である。旅客輸送と貨

物輸送に大別できるが，政府機関，各産業部門，各家計のあらゆる多様性，複

雑性を持つ輸送需要からなる。さまざまな輸送需要は，陸運〔鉄道，自動車な

ど).海運，航空運輸における各種の交通機関の発展を促進した。

第 5に，交通サーピ月の質に対する評価基準である。交通機関を選択する場

合の基本的基準は，迅速性，安全性，経済性，快適性，正確性，便刺さ，大量

性などであるが，これらの諸要因の重要度は，時と場所，あるいは利用者によ

2) 岡野行秀編『交通の経済学』有斐閣， 1肝 7年，増井佐竹編，前掲書などを参暗。
ぬ もちろん， I交通それ自体が目的となる第二の交通需要，つまり“本源的需要"としての交通
需要も存在するム「余暇の増加とともに，観光旅行に刻する需要はますます大きくなヮており，
本源的需要としての交通需要も重要性を増しているJ (岡野編，前掲書， 26ヘージ〉。ただし，
これはほとんど旅客輸送のみに限られていると考えられよう。
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って異なるn 急用の場合は，経済泣を無視するまで迅速性を求めるが，安全性

を要求する時は，時間的に急がないことにもなる。

交通の貨物輸送は，生産活動と非常に深い関連を持っている。原料・製品の

輸送や，資材・部品の運搬などいずれも貨物輸送に頼らなければならない。た

だし，現実の社会では，経済発展の高度化段階に入ると，貨物輸送と経済活動

との関連が次第に失われてきた。すなわち，貨物輸送量の上昇は，経済成長の

テンポに及ぼず，両者の相関関係が低下してきたのである。しかも I貨物輸

送需要の増加率と経済成長率との比，すなわち貨物輸送需要の対 GNP弾性値

は，原則として経済水準の高い先進国ほど小さい」ヘこれは，経済発展の高度

化に伴い，電子工業，精密機械工業の製品の割合が増大し，製品。価値が高〈

なる反面，体積がますます小さ〈なること，都市への人口，生産活動などの集

中によって輸送距離が次第に短くなコたこと，交通体系の合理化に伴い遠回り

の輸送や輸送の交錯・重複などが減少することによって総輸送量が減退したと

となどによるものであろう。とのととは，後における具体的な分析によっても

実証できる。

(2) 日本経済の発展と貨物輸送需要の変化

経済の発展は貨物輸送需要の供給源であり，景気の変動は当然貨物輸送に大

きな影響を与える。戦後の日本経済は，高度成長の過程を経て，急速な発展を

遂げた。貨物輸送においては，各交通機関によって，さまざまな傾向を示して

きた。

第 1に，全交通機関:

戦後日本貨物輸送全体については，第1図で示されているように，ほぼ順調

な上昇が続いてきた。これに関するロジスティック曲線モデノレを推定し，次の

結呆が待られた。

4) 増井・佐竹編，前調書， 27ヘージ。
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第 1国会交通機関貨物輸送量目推移 (5年移動平均〉
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注運輸省『運輸経済統計要覧』による計算t作成単位は百万トンキロ。

465，000 
T=l二干量五百干与石百戸 R'=0.9844 MAPE=4.9自 SP: 1955-80年

変由点 T=2325日ot=1965年

(T:全交通機関貨物輸送量何年移動平均)，単位は百万ト Yキロ;R2 決

定係数， MAPE:絶対誤差率の平均， SP:期間，運輸省『運輸経済統計要覧』

各年版の数字による計算。〕

すなわち，戦後回復期においては，貨物輸送量が緩慢なテ Y ポで上昇を始め

たが，高度成長期に入って，急速な上昇を見せた。日本経済が長期不況に陥っ

た転換期(以上のロジスティック曲線そデルによる推定では，その転換点が

1965年度である〉以降では，貨物輸送量の上昇が次第に停滞に転じた。

全交通機関貨物輸送量と困民経済との関係に関する式を計算すると，次の結
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SP: 1955-82 SE~O.078 D.W~O.363 R'~O.981 

(GNP:実質 GNP指数， 1975~100; D.W: ダ ピY ・ワトソ Y比，

〕内は t値;~運輸経済統計要覧~，経企庁『国民経済計算

SE: 

残差の標準偏差， ( 

年報』各年j阪による計算。〉

貨物輸送量対 GNPの弾性値は 0.862とかなり高〈推定されている。ただし，

第 2図にも示されているように経済発展の高度化に伴い，貨物輸送量の上昇テ
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全交通機関貨物輸送量と GNP第 2図
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ンポが GNPのそれに及tえなくなり，両者の相関関係が次第に失われてきた。

この傾向は，転換期の1960年代半ばごろから現われ， 1973牛度以降は，著しく

なった。そこで，次のように二つの期間に分けて推定した。

log T=且499+0.9661ogGNP(I-D，，)十0.4141ogGNP(D，，) +2.448(1-D，，) 
(42.04) (3.362) (4.151) 

R2=0.9933 D.W =1.002 SE=0.0483 SP: 1955-82 

(D，，: 1 %5-72年度=0，1973~82年度=1)

以上の計算結果で示されているように，貨物輸送量対 GNP の掠性値は，

1972年度以前では，ほぼ 1(0.966)に達していたが， 1973年度以降では， 0.414 

に大幅に低下した。

第 2に，鉄道:

戦後日本の交通機関貨物輸送における大きな変化の つは，鉄道貨物輸送量

の減退である。 1955~82年度の 2 次トレY ド推定結果が次の通りである。

T， =38546.4+3415.78 tー133.61t2 

(12.66) (14.794) 

R2=0.915 D.W=0.8944 乱1APE=4.34

(T，・鉄道貨物輸送トンキロ，単位は百万十ンキロ)

第 3図でわかるように鉄道貨物輸送量は，高度成長期では，多少の減退が見

られたものの，基本的には，上昇の趨勢を維持してきた。 1970年代以降では，

低下の一途を辿ってきた。鉄道貨物輸送量と実質 GNPとの関係に関する推定

結果が次の通りである。

¥4て伝統的に使用してきたのは， 国民総生産(あるいは国民総支出)や，鉱工業年J産指数など
である。国民総生産自指標は生産活動をよく包括できるが，その範周が広すぎる。特に貨物輸送
と関慌の蒋い消費支出も古んでいる。国民総支出の資本支出だけを取り上げてもよいが，引越荷
物や贈呈の品物など家計消費支出による貨物輸送はこの中に古まれていない0)"0， 完全に表現で

きない部分もある。国民総支出も，資本支出も各産業生産額の合計から中間需要を差し引いた残
金であり，貨物輸送に大きな需要を与えた原材料，中間部品の生産量を官めていないので，不完
全な面があるのそれを轟けるために，鉱工業生産指数が使われているが，鉱工業生産部門だけの
生産活動を表わしているので，分野がすζL狭すぎる。したがって，貨物輸送の品目とその割合
にもとづいてその生産量指揮を作成するこ乙によって，より理想的な指標が得られるであろう。

ただいデーターの制限で，本稿は伝統的なやり方にもとづいて，生産活動を表わす指標として
実質 GNPを使うことにした。
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第 3図鉄道貨物輸送量四推移(1955-82年〉
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註運輸省『運輸経済統計要覧』による計算t作成.単位は百万トンキロ。

log T，=10，06+0，2321og GNP(l-D刊〉ーL36510gGNP(D70) 

(6.86) (ー11，75)

+7，054(1ーD70)

(12，62) 

R2=口9136 D，W=L034 SE=0，06 SP: 1955-82 

すなわち，鉄道貨物輸送量の対実質 GNPの弾性値は1970年度までは.0，233 

と推定されていたが， 1971年度以降では，マイナy、に転じた。

第三に，自動草:

白動車貨物輸送量と実質 GNP に関する回帰推定の結果が次の通りである。

log T，=4，902十L51610gGNP 
(28，34) 
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R'~0.969 D.W~0.135 SE~0.178 SP; 1955-82 
語

(T，・自動車貨物輸送量，単位は百万ト Y キロ〉

自動車貨物輸送量対実質 GNPの弾性値は1.52に達していた。ただし，期

間別に見ると，かなりの差がある。自動車貨物輸送量は， 1955~65年度の間で

は，年平均3，888.2百万トンキロで増加したが， 1965~72年度の聞の年平均増加

量が 15，031.1百万トンキロに上昇した。 ところが，石油危機に襲われ， 1973， 

74，万年三年連続減退し，戦後初めてマイナスの記録となった。その後，再び

急速な回復をみせた。期間別に推定すると，次ω結果になる。

1955~72年度 log T， ~3.80+ 1.831og GNP 
(61.67) 

R'~O.9958 D.W~0.9342 SE~0.062 

1972~82年度 log T， ~7.94+0 お log GNP 
(4.89) 

R'~0.727 D.W~0.58 SE~O.077 

自動車貨物輸送量対実質 GNP 弾性値は1955~72年度。1.83から， 1972~82 

年度の 0.85に低下してきた。

第四に船舶:

船蛸の貨物輸送量は，経済の発展に伴い，非常に安定的な上昇を続けてきた。

しかも，実質 GNPの上昇と似た傾向世維持してきた。との両者に関する回帰

式を計算し，次の結果が得られる。

log T， ~7目48+ 1.Q04Iog GNP 
(32.40) 

R'~0.9758 D.W~O.5454 SE~0.103 SP; 1955~82 

(T， ;内航船舶貨物輸送トンキロ，単位は百万トンキロ〉

以上の回帰式でわかるように，船舶貨物輸送量対実質 GNPの弾性値はほほ

1を維持していた。ただし，船舶の貨物輸送量は1973年度では，異常な上昇，

1980牛度以降では，急速な減退が見られ，実質 GNPとの治離を生じた。そこ

で，次のようにダミー変数を入れて，上記の回帰モデノレを修正したロ
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log T，=7.393+1.0281og GNP十0.1478DD，，-O.2065 DD"， 82 
(36.445) (1.6563) (-3.0298) 

R'=0.9844 D.W=0.8208 SE=0.068 SP: 1955~82 

(DDn・1973年=1，他の年=0;DDsb 82 : 1981竿 =1，1982年=1，他の年=0)

船舶貨物輸送トンキロの上昇と実質 GNPの上昇との不一致する期間につい

ては，以上のそデノレが示Lているように， 1981. 82両年度の船舶貨物輸送の減

退量は， 1972年度の増加量を上回っている。

第五に，航空.

航空貨物輸送は絶対量においては，全交通機関のわずかの割合しか示されて

いないが， その土昇率が， ほかのいずれの交通機関よりも高い。 それと実質

GNPとの回帰モデルは，次の通りである。

log T，= -8.471 +2.941og GNP 
(37.49) 

R2=O.9818 D.W=O.258 SE=O.261 SP: 1 9S5~呂2

(T，:航空貨物輸送量，単位は百万人キロ〕

航空貨物輸送量対実質 GNPの弾性値がほぼ3に達し，極めて高い。そのこ

とを1973年度以前とそれ以後に分けてみると，次の結果になる。

1955~73年度・ log T，= -9.059+3.I081og GNP 
(23.75) 

R2ニ 0.9708 D.W=0.2798 SE=0.296 

(T，= -42.8+1.608 GNP R2=0.917 D.W=0.152 SE-12.73) 

1974~82年度 log T，= -7.895+2.7991og GNP 
(22.24) 

R2=O.986 D.W=1.455 SE=O.045 

(T，= -412.2十5.549GNP R2=O.978 D.W=I.092 SE=12.94) 

以上の推定結呆がFすように，航空貨物輸送量実質 GNPの弾性値において

は， 1973年度以前は1974年度以降より高いが， ( )内の式て推定した増加の絶

対量においては，逆の結果が見られた。すなわち，平均年上昇率で見ると，実

質 GNPが 1%を増加すると， 1973年度以前では，航空貨物輸送量が 3.1%を
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増加したのに対し， 1974年度以降では， 2.8%を増加することになった。 とこ

ろが，絶対量で見ると，実質 GNPが1ポイント(指数による推定)を増加す

ると， 1973年以前では，航空貨物輸送量は1.6百万トンキロを増加したが， 1974 

年度以降では， 5.55百万ト Yキロを増加するようになった。

II 貨物輸送と運賃価格について

交通機関の貨物輸送量の変化は，経済活動と密接な関係を持つのみならず，

運輸政策の一環としての運賃価格の決定からも大きな影響を受け亡いる。この

一節では，乙の問題に関ナる理論的，及び実証的な分析を行ってみたい。

l 貨物輸送と運賃価格との関係

貨物輸送における各交通機関の競争は，主と Lて遅賃価格の決定を手段色し

て，展開している。運賃価格合低〈決めたら，単位当たりの収入が減ることに

なり，逆に運賃価格が高すぎると，需要が減少し，競争に負ける。運賃形成に

おいては主として以下のような目的がある。

(1) 収入を獲得するためである。各交通機関の経営は，基本的に運賃収入

によってまかなわれている。交通機関の正常な生産活動を維持L..，関連施設の

建設を進めるために，運賃を一定の水準に保たなければならない。特に，独立

採算性の企業では，営業経費に見合うような営業収入が獲得できないと，企業

の経営が成り立たないし，それ以上の利潤を得ないと，新しい投資と拡大再生

産も不可能である。

(2) 資源の最適な配分と交通機関の合理的な利用を調整するためである。

自然資源の有効的な配分をはかり，国全体の合理的な交通体系を形成するため

には，運賃収入の獲得だけを目的とするわけにはいかない。運賃価格白調整に

よって各交通機関白均衡的な利用を維持する必要がある。需要を獲得するため

に，採算の取れない運賃価格を実施することによって経営に赤字を生じた場合，

政府の助成が必更となる。現実に日本及びほかの多〈の国々では，交通部門の
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運賃価格がほとんど政府の規制のもとで決められ，市場における自由な決定が

制限されている G 日本の鉄道，航空などの交通機関に対し政府の助成のもとで

経営を続ける場合もある。

(3) 社会全体の経済性を求めるために，経済政策の手段として運賃価格を

利用する。国の特定の政策を実施するために経済的合理性を犠牲にすることも

よくある。例えば，物価の安定，特定産業の保護・育成，地域り開発，奨学の

通学定期運賃などの目的のために決められている運賃の割引や低運賃価格など

である。公共性をばかり，社会全体により多くの貢献をすることは，交通機関

の責任と義務となった。

以上のような諸目的士達成するために輸送の運賃価格を決める基準は， どと

に求めるべきであろうか。これに関する学説がし、ろいろあるべ例えば，輸送

機関を利用する側の輸送負担の最大限の能力にもとづいて運賃価格を決める

「運賃価値説j， これに関連しで， 貨物負担力運賃，すなわち輸送貨物の原価

の高低によって差別的な運賃をつける「従価主義j. 特定の貨物輸送に要する

費用，すなわち輸送コ旦トによって輸送運賃を決める「原価主義j， また， 資

源配分の有効性を促進し，現存設備の最適利用を達成L 経済厚生の最大吉達

成するための「限界費用価格形成原理」などがある。

これらの理論は，現実の運賃価格の決定過程において，ある程度反映されて

いる。例えば， 日本の鉄道では貨物の原価により，高価格貨物に対し高運賃を，

低価絡貨物に対L低運賃を課するという貨物等級別運賃制度が実施されている

し，公共性をはかるために運賃価格の決定にあたり，政策的規jjlJが多く行われ

ていることなどである。

日本のような交通機関の輸送能力が過剰にあり，輸送需要を獲得するために

激しい競争を繰り広げている工業発達固では，運賃価格水準と貨物輸送量，運

賃収入とは，基本的lこ逆の相関関係にある u すなわち，運賃の高騰に伴い，輸

6) 前田義信『交通学要請』ミネルグァ書房I 1973年，第10-13章1 歌山一郎『交通論』有斐閣，
19焔4年，第6章，増井ー佐竹編，前調書，第5章，岡野編，前調書，第5章などを参照L
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送需要が減り，これによる収れも減少することになる。しかし，交通機関が不

足している発展途上国では，輸送需要がいつも過剰にあり，ある程度まで運賃

が上昇しても，輸送需要の減j，が見られず，むしろ上昇分だけの運賃収入の増

加が得られる。

2. 運賃価格が貨物輸送に及ぼす影響

一一一鉄道と自動車を例に

運賃価格は貨物輸送需要に大きな影響を与えるので，交通機関の競争手段と

して，常に利用されている。現実の運賃価格は， 日本の貨物輸送需要にどんな

影響を与え，各交通機関の輸送競争にどんな役割を果たし亡し、るのであろうか。

船舶の貨物輸送は，陸上交通輸送機関との競争においては，運賃価格より，む

しろ工業立地の臨海化や輸出輸入の影響をより強〈受けているので，この一節

の分析は，主として陸運の鉄道と自動軍に限定することにした。なお，自動車

については，営業車のみに限ることに Lた。

本来，鉄道は，遠距離輸送を中心に，自動車は.iIi'距離輸漢を中心に行な勺

ており，主いに貨物輸送需要を獲得するための競争分野は少なかった。しかも，

遠距離貨物輸送における鉄道輸送力が不足していた。ところが，高度成長期以

降では，交通機関の輸送力が向上しs 遠距離輸送における自動車の進出は極め

て著し〈なった。また，人口や経済活動の都市への集中が進行する中で，近距

離における鉄道，特に民鉄の輸送も多くなった。そこで，鉄道と自動車は運賃

価格を中心に，激しい競争を展開した。

まず，各交通機関貨物輸送の平均距離を見ると，第 1表の通りである。鉄道

と自動車の比較においては，長距離輸送における国鉄の支配が目立つものであ

る。ただし，国鉄では， 1970年代半ほころまで，半均輸送距離が伸びてきたが，

それ以降は，短縮されつつある。民鉄では，ほぼ一貫しτ，平均輸送距離が短

縮されてきた。 ζれに対L 自動車の平均輸送距離は急速に伸び続円てきた。

鉄道と自動車。貨物輸送運賃の推移は第 2表の通りである。これに示されて
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輸送機関別平均貨物輸送キロ
A金

鉄 道 自動車

国鉄 1民鉄 営業 1自家
内航海運 航 空

1955 98.3 265.6 2日B 23.7 14.0 419.1 

1965 71.0 282.0 18.3 33.7 17.0 448.8 636.4 

1日70 66.7 321.3 17.3 60.5 19.5 416，6 633.9 

1975 71.7 328.7 18，0 55.3 19，2 406.1 789.9 

1980 73.4 303.9 16.5 62.3 20，6 444，1 881.0 

1982 72.6 309.4 16，5 66，4 20，8 452，6 897，1 

第 1衰

キロメ 卜ル/1トン。運輸省「運注平均輸送キロ=村直トンキロ/輸送トン数，単位

輸経済統計要覧」による。

鉄道と自動車り貨物輸送運賃の推移

」z主計
表9ha 

節

度
車

運官 指数 運賃 指室主

1963 3.44 40目3 9，8 28，6 24.3 50，0 

1964 3.42 39，9 9，9 29，0 22，7 46，8 

1965 3.38 39，5 10，9 31.9 24.1 49.6 

1966 3.85 45.0 11.8 34，6 20，5 42.2 

1967 3，87 45，3 11.3 33，0 19，8 40.8 

1968 3，89 45，5 11，5 33，8 25，9 53.4 

1969 3.90 45，6 11，6 33.9 ' 22.6 46.5 

1970 3.89 45.4 11.6 33.9 20，1 41.4 

1971 3.86 45.2 11.6 33.9 21.3 44.0 

1972 3，85 45.1 11.8 34.5 22.5 46.3 

1973 3，96 46.3 11.8 34.6 27.1 55.7 

1974 4，46 52.1 14，4 42.0 33.9 69.9 

1975 4.95 57.9 16，7 48.8 43.3 89.1 

1976 5.84 68.2 21.7 63.5 48.0 98，8 

1977 7.25 84.7 26.6 77，7 48.8 100.5 

1978 7.33 85，7 27.4 80.1 48，1 99.0 

1979 8.03 93.8 30.5 89，4 46.4 95.6 

1980 8.55 100.0 34.2 100.0 48.5 100，0 

1981 8.93 104.4 36.9 107.9 51.5 106，0 

1982 8.84 103.3 40.1 117.3 48.5 99.9 

動自鉄国l年

1) 運賃民 「貨物運賃血入/貨物輸送トンキロ」による計算，

単位田円/1トンキロョ指数は， 19叩年度=100.。
運楠省「運斬経済統計要覧」各年版による計算。2) 

注
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いるよ号に国鉄貨物運賃が極bて低<.自動車貨物運賃がかなり高いのである。

ただし，国鉄の低運賃は，国鉄貨物輸送が長距離を主とすることによるもので

ある。しかも，第 2 表が示しているように 1963~82年度の聞の貨物輸送運賃は，

国鉄が1.57倍，民鉄が 3.1倍上昇したのに対し， 自動車が 1倍近〈上昇したの

に止った。こうして，貨物輸送における運賃水準はますます自動車に有利とな

るようになり，自動車貨物輸送量の増大を促進した。もちろん，自動車貨物輸

送量の増大をもたらした要因は，単に運賃価格のみではない。むしろ，自動車

貨物輸送の行き届いたサービスや，利用の便利さなども，より機能していると

言えよう。

それでは，運賃価格が鉄道と自動車の貨物輸送にどんな影響を及ぼしたかに

ついて，次のような回帰分析の結果を示そう竹。

国鉄 (1963~82年度) : 

log T目 ~12.66-0.42651og GNP-0.5日9710g(T.p/P) 
( -5.08) ー1.86)

R'~0.64 D.W~0.309 SE=0.141 

民鉄 (1963~82年度) : 

log T，=7.514-0.18951og GNP-O.35481og (T，p/P) 
(-4月日7) ー17.78)

R'~0.9893 D.W~O.765 SE~O.0764 

鉄道全体Cl963~82年度) : 

log T， ~12.6-0.41061og GNP-0.54251og (T，p/P) 
(-5.016) (-2.116) 

R'~O.658 D.明T~O.328 SE=0.136 

7) 貨物輸送I~，き支ぎ玄注品目，異なる距離と地域などによって，運賃価格が異なり，橿めて複

雑である。一つ一つを正確に捉えるのは，非常に難しい。そこで，本稿は，通常の方法にもとづ
いて， ，貨物輸送還買収入÷貨物輸送トンキロ」の計算によって貨物輸送白平均運賃を求めた。
さらに，物価上昇の影響を除するために，このような平均運賃を卸売り物価指数で割り，貨物輸
送り対卸売り物価の相対価格を算出し，よれを，貨物輸送運賃を代表する指標として分析を進め

， ることにした。もちろん， r特定の交通機関の貨物輸送運賃ム全突通機関白貨物輸送運賃Jを指
標として置っても良い。
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自動車(l963~82年度) : 

log T2 =4.634+ 1.439 log GNP -O.636Iog CT，p/P) 
(27.01) (-3.73) 

R'=0.9776 D.W=0.7952 SE=0.089 

比絞:log T，=1.625+1.436Iog GNP 
(20.56) 

R2=O.9592 D.W=O.2826 SE=O.1l7 

(15) 15 

(T.・国鉄貨物輸送トンキロ， Tb・民鉄貨物輸送トンキロ ，T，鉄道貨物輸

送トンキロ， T2 営業自動車貨物輸送トンキロ;単位はいずれも百万トンキロ。

T.p 国鉄貨物輸送運賃価格， TbP 民鉄貨物輸送運賃価格， T1P:鉄道貨物輸

送運賃価格， T2p:自動車貨物輸送運賃価格;いずれも「貨物運賃収入 貨物

輸送トンキ戸」による計算を指数化したものであり， 1980年度=1000 GNP:実

質 GNP 指数 P: 卸売り物価指数。運輸省「運輸経済統計要覧~，大蔵省『財

政金融統計月報』による数字で計算。〉

以上の計算結果で示されているように， 1963~82年度の問では，国鉄と民鉄

の貨物輸送は，ほぼ同じ傾向をみせ，運賃価格と GNPの上昇に対し，貨物輸

送量が逆に減少してきたのであるヘしかし，自動車の貨物輸送量は， GNPの

上昇に伴い，増加し，しかも，運賃価格とも逆の相関関係にあり，運賃価格が

自動車の貨物輸送量の変化によく対応していた。

III 貨物輸送における各交通機関の関係

戦後の数十年間では，貨物輸送全体が基本的に上昇を続けてきた。しかし，

各交通機関別に見ると，かなりの差がある。貨物輸送ト Yキロにおける各交通

機関の分担率において， 1955年度では，鉄道が52.9%(そのうち，国鉄が52.0%，

8) ただし， 高度成長期においては， 国鉄の貨物輸送量が上昇を続けてきたので 次のように，

GNPのハラメーターがプラスであった。

log Ta=l0.481寸O.1181ogGNP 0.4931og (TapjP) 
(2.27) (-1.49) 

R2 = 0.527 D.W=1.35 SE=Q.031 SP: 1D63~70 



16 (16) 第 135巻第1目 2号

民鉄が 0.8%)でありベ自動車が11.7%であり，船舶が 35.5%であった。国鉄

は貨物輸送における支配的な地位を占めていた。ところが， 1982年度では，鉄

道が 7.4~百(そのうち，国鉄が 7.2%，民鉄が 0.2%) に大幅に減少し， 自動車が

45.0%，船舶が 47.5%に増加した。特に自動車貨物輸送の増加は著しかった。

この間，航空の貨物輸送も 360倍増加したが， 現在では，貨物輸送全体に占め

るその分担率がなお， わずか 0.1%にすぎない10)。すなわち，この間では，貨

物輸送}ンキロにおける鉄道の割合は， 45.5%も減少し，その 33.3%が自動車

に，その12%が船舶に移った。

各交通機関は，社会経済の変化に伴い，その特長吉発揮し，あるいは，逆に

その機能を失うよとによって，競争の過程において発展し，あるいは衰退して

きた。

まず，陸上貨物輸送における鉄道と自動草の競合関係を見ょう。戦後，自動

車の進出に上って，陸上輸送止おける鉄道独占の時代に終止符を打司た。貨物

輸送のトン数においても， トンキロにおいても，自動車が急速に鉄道に追っき，

追越すことになった。 1955年度では，自動車の貨物輸送トンキロは，鉄道のわ

ずか 22.0%にすぎなかったが， 1966年度では，逆転し，鉄道を上回ることにな

った。 1982年度になると，自動車の貨物輸送トンキロは， 鉄道の 6.1倍に増加

し， トγ数においては，その 38.0倍になった。貨物輸送における鉄道と自動車

の競合は主として中距離輸送において展開されている。鉄道は大量・長距離輸

送に適L，自動車は小量・短距離輸送に適すQとされているが川，第 1表に示

されているように， 自動車の平均輸送距離が長く伸びるに伴い，中・長距離貨

ぬ そのことについては， r戦後，銑道のシェアが異常に高かったのは，本来内航海運向け由大量
貨物が戦!Ii.による内航海運輸送力の壊滅によって，一時的に鉄道に転車多した結果によるものが大
きい。したがって，昭和40年度の鉄道のシェア30.8%は， 内航海運の復興にともなれ鉄道の戦
前正常水準への桓帰とみる ζともできるJ(佐渡宣平編， ~現代日本の交通経済』東洋経揖新報
社， 1968年， 51ベージ〕と指摘されている。

10) 以上申計算は運輸省『運輸経許統計要量』による。
11) 華山維明「鉄道と道路D担割についての一考察J~道路経済学論集』東洋経済新報社， 1975年

所収を参照。
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物輸送におけるその競争がますます激しくなった。一方，鉄道におし、ても，長

距離輸送におけるその優勢を維持するように努めている。例えば， 1975年度で

は，鉄道の平均輸送距離が戦後最高の 328.7(キロメートノレ/1トン〉に達し

たが，逆にその年度の営業自動車の平均輸送距離が 55.3(キロメートノレ/1ト

ン〉に大幅に低「した。

次に，中・長距離輸送における国鉄と航空の競争関係士見ょう。貨物輸送に

おいては，この両者の特長を比較すると，基本的に，国鉄は運賃が安いが，所

要時間が多い。逆に，航空は運賃が高いが，所要時聞が少ない。ところが，両

者におけるこの運賃と所要時聞の格差は最近では，国鉄運賃の値トげ k鉄道技

術の向上による輸送時間の短縮によっていずれも縮まってきた出。困難な経営

を続けていた航空貨物輸送は， ['鉄道運賃の大幅引上げがあったために輸送量

が増大し収支状況が著しく改善されたJJ3) 0 全体として航空輸送の急増と鉄道

輸送の減退の結果となった。

航空貨物輸送の急速な増加をもたらした原因については，次の諸点が指摘で

きょう 14h まず¥航空輸送は，迅速性，規則性などの点において，他の交通機

関の及びえない魅力をもっており，特殊な要求に最も答えられる'5)。次に，最

近における航空輸送シλ テムの技術的進歩と関連施設建設の推進は，航空輸送

発展のために極めて有利な条件を提供した。また， 日本経済の急速な発展に伴

い，産業の高度化が進み，各種の精密，高価な製品が増加した。このような高

運賃負担力商品は，輸送の迅速性を求めるため，航空輸送に移る傾向が強まっ

た1630 そして，対外貿易の拡大によっτ，輸送の高速性を要求する高級工業製

12) 詳細は，木村秀政・増井健一編『日本の航空輸送』東洋経済新報社， 1979竿， 105ヘ ク，付
属統計表18. 士回E樹『航空輸送の経済全』早稲田大学出版部， 1981年， 40--42， 51......52ベージ
などを参照。

13) 木村増井漏，前掲書， 56へージ。
14) 詳細については，木村・増井楓前掲吉.60-64へ ジ，太田，前掲書， 40-4品 目-52ペー

ジなどを参照ゆ
15) 航空輸送の特性については，太田，前掲書， 2~5 ベージを参照。
16) 太田氏の分析結果によると，貨物輸送で位， トン当たりの価格の高い製品は航空化率が大き

い。太田唱前掲書， 44-51へージを参照。
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品の輸出や，生鮮食料品の輸入などが増大し，航空輸送に大きな需要を与えた。

なお，技術の開発と市場の開発に伴う大型機の噂入により，航空輸送の運賃コ

ストが次第に低下L，ほかの交通機関と競争しうるようになりつつある。

輸送コストの高騰により，貨物輸送における航空の割合がなお低いが，航空

貨物輸送の特長が技術革新の進歩により，発揮されつつある。 I航空貨物輸送

は，歴史的に最も若い輸送部門であり，その成長率が高<.将来も高度の質的，

量的成長が期待されよう J17)。

なお，輸送の迅速性においては，優位を示している航空は， 自動車の進出と

よって変化しつつある。特に， トラック宅急便，特急便の急成長は，安い輸送

費，短い所要時間，便利なサービスなどの面においては，航空輸送に脅威を与

えている問。

貨物輸送が鉄道を離れて，自動車，船舶を選択する傾向は，進行しているが，

その選択の動機，理由は，主として，輸送費が安いこと，輸送時間が短いこと，

荷主と交通機関との資本的，人的関係，便利なサーピス，安定な輸送などとさ

れている山。

航空と外航船舶は，対外貿易における貨物輸送において，競争を展開してい

る。航空輸送は，船舶より高速性を持っているが，輸送運賃が高いため，貨物

輸送量においては，船舶はなお航空を大幅に上回っている。ただし産業の高

度化の進行に伴い，運賃負担力を持つ製品が航空に移転しつつある加。

IV お わ り に

本稿では，貨物輸送における交通機関の分析は，産業構造の変化や生活様式

の変化に適合しつつ，価格競争において優位を占めた交通機関がそれぞれの特

17) 木村・増井編，前掲吾.59へ耐。

18) 同上.98ページ。

19) 佐渡宣平編，前掲書.69ベ ジを参照。

20) 太田氏は具体的な例で，航空輸送と海上輸送との運賃ョストの比離を行ない，価値が高く，霊

呈に対して容積が大きい貨物ほど航空輸送の方が安いという結論を得た。太田，前掲書.52-60 
ページを審照。
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性を生かして発展してきたことを示してい墨。これに対して産業構造の変化や

生活様式の変化に有効に対応できず，価格が非弾力的で，かっ特性を生かしき

れなかった交通機関は衰退を余儀なくされしつつある。今後，各交通機関は，産

業構造，生活様式の変化を正確に予測し，需要の価格弾力性を高め，特性を生

かした上で，役割分担と相主協力のシステムを模宗すべきであろう。

(1984年11月脱稿〕


